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平成２１年１１月２６日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成２１年（ワ）第８９号 損害賠償請求事件（以下「第１事件」という。）

同年（ワ）第１２９６７号 損害賠償請求反訴事件（以下「第２事件」という。）

同年（ワ）第１６０３５号 損害賠償請求事件（以下「第３事件」という。）

同年（ワ）第１９３９３号 損害賠償請求反訴事件（以下「第４事件」という。）

口頭弁論終結日 平成２１年９月１７日

判 決

神奈川県相模原市＜以下略＞

第１，第３事件原告（第２，第４事件被告）

株 式 会 社 イ ー ・ ピ ー ・ ル ー ム

（以下「原告」という。）

東京都港区＜以下略＞

第１，第３事件被告（第２，第４事件原告）

住 石 マ テ リ ア ル ズ 株 式 会 社

（以下「被告」という。）

同訴訟代理人弁護士 冨 永 敏 文

同 尾 原 央 典

主 文

１ 原告の第１事件請求及び第３事件請求に係る訴えをいずれも却下する。

２ 原告は，被告に対し，金４２万円及び内金２１万円に対する平成２１

年４月２４日から，内金２１万円に対する平成２１年６月１３日から，

各支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。

３ 被告のその余の第２事件請求を棄却する。

４ 訴訟費用は，第１ないし第４事件を通じ，これを１２分し，その７を

原告の，その余を被告の負担とする。

５ この判決は，第２項に限り，仮に執行することができる。



2

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 第１事件

（１）請求の趣旨

ア 被告は，原告に対し，別紙物件目録記載の図面原紙一式を引き渡せ。

イ 上記アの引渡しをすることができない場合は，被告は，原告に対し，金

４０万円を支払え。

ウ 被告は，原告に対し，金４０万円及びこれに対する平成２０年１１月２

９日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。

エ 被告は，原告に対し，金１０万円及びこれに対する平成２１年７月１７

日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。

（２）被告の答弁

主文第１項と同旨

２ 第２事件

（１）請求の趣旨

原告は，被告に対し，金１２１万円及びこれに対する平成２１年４月２４

日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。

（２）原告の答弁

被告の第２事件請求を棄却する。

３ 第３事件

（１）請求の趣旨

被告は，原告に対し，金１０万円及びこれに対する平成２１年４月３日か

ら支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。

（２）被告の答弁

主文第１項と同旨

４ 第４事件
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（１）請求の趣旨

原告は，被告に対し，金２１万円及びこれに対する平成２１年６月１３日

から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。

（２）原告の答弁

被告の第４事件請求を棄却する。

第２ 事案の概要

第１事件は，原告が，原告の作成に係る放電プラズマ焼結機の設計図（甲６

の２）の交付を受けた被告から，平成６年１０月７日付けファックス（甲８）

により「図面修正，加筆等ありますので図面原紙宅急便で送って下さい。」と

の要求を受けたため，原告において，被告が設計図の修正，加筆をするという

目的のために，被告に対し，上記設計図（甲６の２）を原告が加筆修正した訂

正図面（甲６の３）の原紙（以下「本件原告設計図原紙」という。）及び「Ｎ

Ｋ－１５２６ ＳＰＳ－Ｓ５０２ 放電プラズマ燒結機」と題する書面（甲

７）に名称等が掲記された原告の作成に係る部品図面合計５０枚の原紙（以下

「本件原告部品図原紙」という。また，本件原告設計図原紙と本件原告部品図

原紙とを併せて「本件原告図面原紙」という。）を送付して，貸し渡したにも

かかわらず，被告が民法５９４条１項に違反して本件原告図面原紙の修正や加

筆を行わず，しかも，本件原告設計図原紙の原告名称欄を切除し，被告名称欄

を貼り付けて作成した図面（別紙物件目録添付の図面。以下「本件被告図面」

という。）及び本件原告部品図原紙を複製して，Ａ（以下「Ａ」という。）に

頒布し，Ａに放電プラズマ焼結機を製造させた上で，これを販売した旨主張し

て，民法５９７条３項に基づき，貸与した本件原告図面原紙の引渡しを求め，

引渡しが執行不能となった場合に備えて，代償請求として，本件原告図面原紙

の価格相当額４０万円の支払を求め，民法６００条に基づき，被告が本件原告

図面原紙を返還しないことによる逸失利益として，原告が放電プラズマ焼結機

１台を製造販売することにより得られたであろう利益額４０万円の損害賠償及
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びこれに対する第１事件訴状送達の日の翌日である平成２０年１１月２９日か

ら民法所定の年５パーセントの割合による遅延損害金の支払を求め，民法７０

３条に基づき，被告が，Ａに放電プラズマ焼結機１台を製造させ，これを販売

することにより得た利益として１０万円の不当利得金及びこれに対する訴えの

追加的変更を記載した書面（平成２１年７月１４日付け準備書面）の送達の日

の翌日である平成２１年７月１７日から支払済みまで民法所定の年５パーセン

トの割合による遅延損害金の支払を求める事案である。

第２事件は，被告が，第１事件（当庁平成２１年�第８９号事件）に係る訴

えは原被告間の関連訴訟の確定判決等により認められなかった請求と実質的に

同一の請求を行うものであり，原告による第１事件の訴訟提起及び維持は被告

に対する不法行為に該当すると主張して，原告に対し，第１事件の反訴として，

民法７０９条，７１０条に基づき，第１事件への応訴等のために委任した弁護

士に支払った費用２１万円及び慰謝料１００万円の合計１２１万円，並びにこ

れに対する不法行為の後の日である平成２１年４月２４日（第２事件訴状送達

の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５パーセントの割合による遅延損

害金の支払を求める事案である。

第３事件は，原告が，被告において，本件原告設計図原紙の原告名称欄を切

除し，本件原告部品図原紙５０枚（被告の名称が記載された用紙を用いてい

る。）のうちから任意に選んだ図面に記載された原告代表者の署名を冒用し，

これを原告名称欄を切除した本件原告設計図原紙に貼り付けることにより，被

告名称欄を貼り付けた設計図（併合前第３，第４事件甲２。本件被告図面と同

一）の作図者が原告であるとする事実証明に関する文詞（「DRAWNBY Ｂ」）

を作出したことは，私文書偽造罪（刑法１５９条）に該当する不法行為である

旨主張して，被告に対し，民法７０９条に基づき，損害賠償金１０万円及びこ

れに対する不法行為の後の日である平成２１年４月３日（第３事件訴状送達の

日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５パーセントの割合による遅延損害
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金の支払を求める事案である。

第４事件は，被告が，第３事件（当庁平成２１年�第１６０３５号事件）に

係る訴えは原被告間の関連訴訟の確定判決等により認められなかった請求と実

質的に同一の請求を行うものであり，原告による第３事件の訴訟提起及び維持

は被告に対する不法行為に該当すると主張して，原告に対し，第３事件の反訴

として，民法７０９条に基づき，第３事件への応訴等のために委任した弁護士

に支払った費用２１万円及びこれに対する不法行為の後の日である平成２１年

６月１３日（第４事件訴状送達の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５

パーセントの割合による遅延損害金の支払を求める事案である。

１ 前提事実（認定事実については証拠を掲記する。）

（１）原告が有していた特許権（甲１０）

原告は，以下の特許権（以下「本件特許権」といい，本件特許権の特許請

求の範囲請求項１ないし３に係る特許を「本件特許」，本件特許に係る発明

を「本件発明」という。）を有していた。

特 許 番 号 第２６４０６９４号

発明の名称 放電焼結装置

出願年月日 平成２年９月１８日

優 先 日 平成２年２月２日

公 開 日 平成４年１月１４日

公 開 番 号 特開平４－９４０５号

登録年月日 平成９年５月２日

（２）被告による特許異議の申立て等（乙１０ないし１２等）

ア 被告（平成２０年１０月１日に現商号に変更前の商号は住友石炭鉱業株

式会社）は，平成１０年２月１３日，本件特許について，特許異議の申立

てをし（平成１０年異議第７０６８２号。以下「本件特許異議申立て」と

いう。），特許庁は，平成１３年７月４日，本件特許を取り消すとの決定
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をした（以下「本件取消決定」という。）。

本件取消決定の理由は，平成７年３月１４日付けの手続補正は明細書又

は図面の要旨を変更するものであり，本件特許の出願日は平成７年３月１

４日とみなされるから，本件発明は，その出願前に頒布された刊行物（特

開平４－９４０５号公報）に記載された発明に基づいて当業者が容易に発

明をすることができたものであり，本件特許は，特許法２９条２項に違反

してされたものである，というものである。

イ 原告は，本件取消決定の取消しを求めて，東京高等裁判所に取消訴訟を

提起した。同裁判所は，平成１５年４月９日，原告の請求を棄却するとの

判決をした（以下「本件取消訴訟判決」という。）。

ウ 本件取消決定は，平成１５年１０月９日，上告不受理決定等により確定

した。

（３）関連訴訟

ア 東京地方裁判所平成１８年�第４４２８号，同第６６３１号事件（以下

「前訴事件①」という。）（乙１０，弁論の全趣旨）

（ア）前訴事件①は，原告が，被告に対し，①本件特許異議申立ては，実公

昭４６－５２８９号が存在するにもかかわらずされたものであり，不法

行為に当たるとして，損害の一部請求として１０万円の支払，②本件取

消決定の取消理由が無効であることの確認，③本件特許異議申立ては，

平成６年１月１４日に締結された原被告間の取引基本契約に違反してさ

れたものであるとして，損害の一部請求として１０万円の支払を求めた

事案である。

（イ）東京地方裁判所は，平成１８年６月３０日，上記無効確認請求を却下

し，その余の損害賠償請求を棄却する旨の判決（乙１０）をした。

（ウ）前訴事件①に関する判決は確定している。

イ 東京地方裁判所平成１８年�第１１２１０号事件（以下「前訴事件②」
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という。）（乙１１，弁論の全趣旨）

（ア）前訴事件②は，原告が，被告に対し，本件特許異議申立ては権利の濫

用として不法行為に当たる旨主張して（すなわち，本件発明についての

出願に関する平成７年３月１４日付けの手続補正に係る事項は，実公昭

４６－５２８９号により公知であり，上記補正は要旨変更には該当せず，

本件取消決定における取消理由は理由がないから，本件特許異議申立て

は権利の濫用として許されない旨主張して），１５億円の損害の一部請

求として１０万円の支払を求めた事案である。

（イ）東京地方裁判所は，平成１８年８月３１日，上記不法行為に基づく損

害賠償請求を棄却するとの判決（乙１１）をした。

（ウ）前訴事件②に関する判決は確定している。

ウ 東京地方裁判所平成１８年�第１７６４４号事件（以下「前訴事件③」

という。）（乙１２）

（ア）前訴事件③は，原告が，被告に対し，主位的に，本件特許異議申立て

は権利の濫用であって不法行為に当たると主張して（すなわち，本件発

明についての出願に関する平成７年３月１４日付けの手続補正に係る事

項は，当業者が容易に想到し得るものであり，また，実公昭４６－５２

８９号により公知であり，上記補正は要旨変更には該当せず，本件取消

決定における取消理由は理由がないから，本件特許異議申立ては権利の

濫用として許されない旨主張して），１５億円の損害の一部請求として

１０万円の支払を求め，予備的に，被告は，原告の放電プラズマ焼結機

の設計図のうち，原告の署名を被告の署名に貼り替えて，設計図を複製

し，これに基づいて，放電プラズマ焼結機をＡに製造販売させて，１億

円の利益を得，原告は同額の損害を被った旨主張して，上記設計図の著

作権侵害による損害賠償請求権に基づき，１億円の損害の一部請求とし

て１０万円の支払を求めた事案である。
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（イ）東京地方裁判所は，平成１８年１０月２４日，要旨次のとおり判示し

て，上記主位的請求及び予備的請求に係る訴えをいずれも却下するとの

判決（乙１２）をした。

ａ 主位的請求について

（ａ）金銭債権の数量的一部請求訴訟で敗訴した原告が残部請求の訴え

を提起することは，特段の事情がない限り，信義則に反して許され

ない。

（ｂ）前訴事件③における主位的請求は，前訴事件①及び前訴事件②に

おける損害賠償請求と同一の理由に基づく損害賠償請求の残部を請

求するものであり，上記各前訴事件における損害賠償請求と同一の

事実を審判の対象とし，同一の理由に基づいて再度裁判所の判断を

求めようとするものであって，実質的には上記各前訴事件で認めら

れなかった請求及び主張を蒸し返すものと評価せざるを得ない。ま

た，前訴事件③における主位的請求は，上記各前訴事件の確定判決

により当該損害賠償請求権の全部について紛争が解決されたとの被

告の合理的期待に反し，被告に二重の応訴の負担を強いるものとい

うべきである。

上記各前訴事件においても，本件特許異議申立てが権利の濫用に

当たるか否かが主な争点となり，原告は同争点について主張，立証

を尽くしたものであって，原告が上記各前訴事件において訴訟活動

を充分にし得なかった事由は存しないから，原告の前訴事件③にお

ける主位的請求を認めないと当事者間の公平を害するような特段の

事情もない。

（ｃ）前訴事件①及び前訴事件②で敗訴した原告が，前訴事件③におい

て本件特許異議申立てが不法行為に当たることを理由とする損害賠

償請求をすることは，信義則に反し，許されないというべきである。
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ｂ 予備的請求について

予備的請求に係る訴えは，併合の要件を欠くものであって，許され

ないというべきである。

エ 知的財産高等裁判所平成１８年�第１００８６号事件（以下「前訴事件

③控訴事件」という。）（乙１，弁論の全趣旨）

（ア）原告は，前訴事件③における判決を不服として，知的財産高等裁判所

に控訴を提起した。なお，原告は，控訴審において，予備的請求に係る

訴えを取り下げた。

（イ）知的財産高等裁判所は，平成１９年３月２８日，原判決（乙１２）に

おける理由と同じ理由により，前訴事件③の訴えは，信義則に反し，訴

権の濫用に当たり許されないものであるとして，訴えを却下するとの判

決（乙１）をした。

（ウ）前訴事件③に関する判決は確定している。

オ 東京地方裁判所平成１８年�第２２３５５号事件，同第２６６１２号反

訴事件（以下「前訴事件④」という。）（乙１３）

（ア）前訴事件④の本訴は，原告が，被告に対し，以下の損害賠償を求めた

事案である。

ａ 本件特許異議申立ては，特許出願前の特許第９６５７４号「硬質金

属合成物製造装置」公報及び実公昭４６－５２８９号に基づき取消決

定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認められた本件特

許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権利濫用による損

害金の一部金５万円（以下「本訴請求①」という。）

ｂ 本件特許異議申立ては，東京高裁判決昭和３２年（行ナ）第３３号

に基づき取消決定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認

められた本件特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権

利濫用による損害金の一部金５万円（以下「本訴請求②」という。）
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ｃ 本件特許異議申立ては，特許出願前の実公昭４６－５２８９号に基

づき取消決定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認めら

れた本件特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権利濫

用による損害金の一部金５万円（以下「本訴請求③」という。）

ｄ 本件特許異議申立ては，東京高裁判決昭和３２年（行ナ）第５８号

に基づき取消決定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認

められた本件特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権

利濫用による損害金の一部金５万円（以下「本訴請求④」という。）

ｅ 本件特許異議申立ては，上記ａないしｄのとおり，本件取消決定の

要旨変更に基づく取消理由は全部無効であり，無効な要旨変更に基づ

いてした刊行物特開平４－９４０５号に記載された発明，及び対比・

判断には取消決定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認

められた本件特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権

利濫用による損害金の一部金５万円（以下「本訴請求⑤」という。）

ｆ 取引基本契約の債務不履行により原告に被らせた損害金の一部金５

万円（以下「本訴請求⑥」という。）

ｇ 原告の著作権を侵害して原告に被らせた損害金の一部金５万円（以

下「本訴請求⑦」という。）

ｈ 原告の放電プラズマ焼結機の設計図，部品図一式貸してくれといっ

て占有し，原告に被らせた損害金の一部金５万円（以下「本訴請求

⑧」という。）

ｉ 被告が占有する原告の放電プラズマ焼結機の設計図，部品図一式に

より放電プラズマ焼結機を製造販売して原告に被らせた損害金の一部

金５万円（以下「本訴請求⑨」という。）

ｊ 部品図の署名「Ｂ」を切り取り，設計図に切り貼りし，偽造して原

告に被らせた損害金の一部金５万円（以下「本訴請求⑩」という。）
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（イ）前訴事件④の反訴は，被告が，原告に対し，本訴請求①ないし⑤に係

る訴えは，関連訴訟の確定判決等により認められなかった請求と実質的

に同一の請求を行うもので，これに係る訴訟の提起が不法行為に該当す

るとして，再度の応訴のために委任した弁護士に支払った費用１０万５

０００円の支払を求めた事案である。

（ウ）東京地方裁判所は，平成１９年１月３１日，本訴請求①ないし⑤に係

る訴えをいずれも却下し，本訴請求⑥ないし⑩の請求をいずれも棄却し，

反訴請求を全部認容するとの判決（乙１３）をした。

本訴請求①ないし⑩に係る原告の主張及びそれに対する判示は，要旨

次のとおりである。

ａ 本訴請求①ないし⑤について

（ａ）原告の主張

平成７年３月１４日付けの手続補正に係る事項は，実公昭４６－

５２８９号により，本件特許の出願時において，周知，慣用であっ

たから，要旨変更に当たらず，本件取消決定は無効とされるべきも

のであり，被告による本件特許異議申立ては権利の濫用として許さ

れない。

原告は，被告に対し，不法行為による損害賠償請求権に基づき，

１５億円の損害の一部請求として各５万円（総額２５万円）の支払

を求める。

（ｂ）裁判所の判断

本訴請求①ないし⑤は，前訴事件①及び前訴事件②における請求

と同一の不法行為による損害賠償請求権に基づく請求であり，前訴

事件①及び前訴事件②において数量的一部請求であったことから，

その残部請求をしているものであって，実質的に，前訴事件①及び

前訴事件②で認められなかった請求及び主張を蒸し返すものである
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といわざるを得ず，前訴事件①及び前訴事件②の確定判決によって

同請求権の全部について紛争が解決されたとの被告の合理的期待に

反し，被告に二重の応訴の負担を強いるものということができる。

そして，原告において，本訴請求①ないし⑤に係る訴えを提起する

ことがやむを得ないといった特段の事情も認められない。

そうすると，前訴事件①及び前訴事件②において敗訴した原告が，

本件特許異議申立てが不法行為を構成すると主張する損害賠償請求

の訴えを提起することは，信義則に反して許されないというべきで

ある。

ｂ 本訴請求⑥について

（ａ）原告と被告とは，取引基本契約を締結し，その上で，原告作成の

設計図による製品を，原告がＣ（以下「Ｃ」という。）において製

造して被告に納入する旨の合意（以下「本件製造納入合意」とい

う。）をしたにもかかわらず，原告作成の設計図による放電プラズ

マ焼結機については，本件製造納入合意が履行されず，被告は，原

告が作成した図面一式を詐欺に当たる手段で取得し，Ａに交付して

放電プラズマ焼結機を製造させた。

被告の上記行為は，原告と被告との間における本件製造納入合意

に反する債務不履行に当たる。

原告は，被告に対し，債務不履行による損害賠償請求権に基づき，

１億円の損害の一部請求として５万円の支払を求める。

（ｂ）裁判所の判断

原告の主張する本件製造納入合意がされたこと，被告が，原告が

作成した図面一式を詐欺に当たる手段で取得し，これらの図面を用

いて，Ａに放電プラズマ焼結機を製造させたことを裏付ける証拠は，

何ら提出されておらず，これらの事実を認めることはできないから，
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本訴請求⑥に係る主張は認められない。

ｃ 本訴請求⑦について

（ａ）原告の主張

被告は，原告作成の設計図の原告代表者署名部分を切り取り，被

告の名称欄を貼り付けて，設計図を作成し，これを複写して，Ａに

交付した。

被告の上記行為は，原告作成の設計図に係る原告の著作権（複製

権）を侵害する行為である。

原告は，被告に対し，不法行為による損害賠償請求権に基づき，

１５億円の損害の一部請求として５万円の支払を求める。

（ｂ）裁判所の判断

被告が原告作成の設計図の原告代表者署名部分を切り取り，これ

に被告の名称欄を貼り付けて設計図を作成したことを認めるに足り

る証拠はなく，原告の主張に係る事実を認めることはできない。ま

た，原告作成の設計図と被告の設計図とは，細部において異なるも

のであり，被告の設計図が原告作成の設計図を複写して作成された

複製物であるということもできないから，本訴請求⑦に係る主張は

認められない。

ｄ 本訴請求⑧について

（ａ）原告の主張

被告は，被告の方式で図面番号を付したいから，原告作成の設計

図，部品図を貸してくれと言って占有し，原告に損害を被らせた。

被告の上記行為は詐欺に当たる不法行為となる。

原告は，被告に対し，不法行為による損害賠償請求権に基づき，

１５億円の損害の一部請求として５万円の支払を求める。

（ｂ）裁判所の判断
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原告の主張に係る事実を裏付ける証拠はない上，その他，詐欺の

不法行為の成立を基礎付ける具体的な主張もないから，本訴請求⑧

に係る主張は認められない。

ｅ 本訴請求⑨について

（ａ）原告の主張

被告は，被告が占有する原告作成の設計図により放電プラズマ焼

結機を製造販売し，原告に損害を被らせた。

被告の上記行為は横領に当たる不法行為となる。

原告は，被告に対し，不法行為による損害賠償請求権に基づき，

１５億円の損害の一部請求として５万円の支払を求める。

（ｂ）裁判所の判断

原告の主張に係る事実を裏付ける証拠は提出されておらず，原告

の主張する不法行為の成立を認めることはできないから，本訴請求

⑨に係る主張は認められない。

ｆ 本訴請求⑩について

（ａ）原告の主張

被告は，原告作成の設計図の原告代表者署名部分を切り取り，被

告の名称欄を切り貼りして，被告の設計図を作成した。

被告の上記行為は，私文書偽造に当たる。

原告は，被告に対し，不法行為による損害賠償請求権に基づき，

１５億円の損害の一部請求として５万円の支払を求める。

（ｂ）裁判所の判断

原告の主張に係る事実を裏付ける証拠は提出されておらず，原告

の主張する不法行為の成立を認めることはできない。また，被告に

おいて作成したと原告が主張する設計図の右下隅には，図面の番号

や型式番号等が記載されるとともに，被告の名称が大きく英語表記
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で記載されており，これによって，上記設計図は，被告作成名義の

ものであると解されるから，被告が被告作成名義のものを作成した

とすれば，偽造の問題が生じる余地はない。

以上によれば，本訴請求⑩に係る主張は認められない。

カ 知的財産高等裁判所平成１９年�第１００１５号事件（以下「前訴事件

④控訴事件」という。）（乙２，弁論の全趣旨）

（ア）原告は，前訴事件④における判決を不服として，知的財産高等裁判所

に控訴を提起した。原告は，控訴審において，本訴請求①ないし⑤に係

る訴えを取り下げて，新たに，以下の請求を択一的に請求した。

ａ 本件特許異議申立ては，特許出願前の特許第９６５７４号「硬質金

属合成物製造装置」公報並びに実公昭４６－５２８９号に基づき取消

決定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認められた本件

特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権利濫用による

損害金５万円（以下「控訴請求①」という。）

ｂ 本件特許異議申立ては，東京高裁判決昭和３２年（行ナ）第３３号

に基づき取消決定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認

められた本件特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権

利濫用による損害金５万円（以下「控訴請求②」という。）

ｃ 本件特許異議申立ては，特許出願前の実公昭４６－５２８９号に基

づき取消決定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認めら

れた本件特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権利濫

用による損害金５万円（以下「控訴請求③」という。）

ｄ 本件特許異議申立ては，東京高裁判決昭和３２年（行ナ）第５８号

に基づき取消決定無効事由を有することが明らかであり，特許法に認

められた本件特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権

利濫用による損害金５万円（以下「控訴請求④」という。）
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ｅ 本件特許異議申立ては，上記ａないしｄのとおり，本件取消決定の

要旨変更に基づく取消理由は全部無効であり，無効な要旨変更に基づ

いてした刊行物特開平４－９４０５号に記載された発明，及び対比・

判断には取消決定無効事由があることが明らかであって，特許法に認

められた本件特許異議申立ては権利の濫用として許されないから，権

利濫用による損害金５万円（以下「控訴請求⑤」という。）

（イ）知的財産高等裁判所は，平成１９年８月２８日，本訴請求⑥ないし⑩

及び反訴請求に係る控訴をいずれも棄却し，控訴請求①ないし⑤に係る

訴えをいずれも却下するとの判決（乙２）をした。

控訴請求①ないし⑤，本訴請求⑥ないし⑩に係る原告の主張及びそれ

に対する判示は，要旨次のとおりである。

ａ 控訴請求①ないし⑤について

（ａ）原告の主張

被告は，小型ＳＰＳ（放電プラズマ焼結機 DR.SINTER･LAB,SPS

-510L）を製造販売して一台少なくとも５０万円以上の利益を得た。

小型ＳＰＳに係る本件特許異議申立ては，権利の濫用として許され

ない。

原告は，被告に対し，不法行為による損害賠償として，択一的に

権利濫用による上記小型ＳＰＳの製造販売に係る損害金５万円の支

払を求める。

（ｂ）裁判所の判断

本訴請求①ないし⑤及び控訴請求①ないし⑤を子細に検討すると，

いずれも，結局は被告が本件特許異議申立てをしたことが権利濫用

として許されないから不法行為に該当する，というものである。

本訴請求①ないし⑤に係る訴えを提起することが，前訴事件①及

び前訴事件②との関係で信義則に反して許されないとした原判決
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（乙１３）の理由及び判断は正当である。

そして，控訴請求①ないし⑤も，上記信義則の適用との関係では

本訴請求①ないし⑤と実質的な差異はないと解されるから，控訴請

求①ないし⑤に係る訴えを提起することも，前訴事件①及び前訴事

件②との関係で信義則に反し，不適法である。

ｂ 本訴請求⑥について

（ａ）原告の主張

原告と被告との間において，本件製造納入合意がされた。

平成６年１０月７日，被告は原告に対し，「図面修正，加筆等あ

りますので，図面原紙宅急便で送って下さい。」と要求した。原告

は，修正，加筆後図面原紙は返却されるものと信じて送付したとこ

ろ，被告は原告に同月１４日付けで，小型焼結機図面コピー一式を

送付し，図面原紙を返さずに騙し取り，平成７年７月１２日，取引

基本契約を維持したまま原告に対する発注を停止し，現在に至って

いる。

被告は，Ａに放電プラズマ焼結機を製造させ，上記図面一式を原

告から詐欺に当たる手段で取得したものである。

被告の上記行為は信義則に違背する。

（ｂ）裁判所の判断

取引基本契約の他に，原告が主張する本件製造納入合意のような

具体的な合意が存在したことを認めるに足りる証拠はないから，本

件製造納入合意があったことを認めることはできない。本件製造納

入合意が認められない以上，被告が原告から図面を詐欺に当たる手

段で取得したとの主張はその前提を欠くことになる上，被告が図面

一式を原告から詐欺に当たる手段で取得したと認めるに足りる証拠

もない。
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以上によれば，本訴請求⑥は理由がない。

ｃ 本訴請求⑦について

（ａ）原告の主張

原告作成の設計図は著作物である。

原告は，原告の著作権に基づく製品・作品を被告に納入する契約

を締結したものの，著作物を納入する契約は締結していない。著作

物である設計図は，著作物に基づいて作る作品に付帯するものでは

ないから，取引基本契約書の１９条を適用することはできない。

仮に，被告の設計図は被告が作成したものであるとしても，被告

には，同一性保持権侵害の不法行為が成立する。

（ｂ）裁判所の判断

原告作成に係る設計図には，表現上の創作性が認められず，原告

の著作権（複製権，同一性保持権）侵害の主張は，前提を欠き失当

というほかない。

ｄ 本訴請求⑧について

（ａ）原告の主張

上記ｂ（ａ）のとおり，被告は，図面原紙を返さず騙し取ったも

のであるから，詐欺による不法行為が成立する。

（ｂ）裁判所の判断

被告が原告に対し具体的な放電プラズマ焼結機の製造の発注を行

ったことを認めることはできず，被告が本件製造納入合意をしたと

認めることはできないものである。また，原告も記名押印した取引

基本契約の第１９条の規定があるから，原告が作成した図面等の所

有権は被告に帰属することを原告も同意していたものであり，原告

が平成６年１０月１４日被告から図面コピー一式の送付を受けた際

やその後においても，図面原紙を返してもらっていない旨直ちに異
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議を申し出た形跡もない。

以上に照らせば，被告の詐欺行為を認めることはできないから，

本訴請求⑧は理由がない。

ｅ 本訴請求⑨について

（ａ）原告の主張

上記ｄ（ａ）のとおり，被告は，図面原紙を騙し取って占有して

いるものであるから，横領による不法行為が成立する。

（ｂ）裁判所の判断

上記ｄ（ｂ）に照らせば，被告が図面原紙を騙し取って占有して

いるから，横領による不法行為が成立する旨の原告の主張は採用す

ることができず，本訴請求⑨は理由がない。

ｆ 本訴請求⑩について

（ａ）原告の主張

被告は，原告が被告から強いて使うようにと言って渡された用紙

に，鉛筆で作図した５０枚の部品図の中から，例えば一枚の図面を

選んで，原告の署名を切り取り，設計図に貼り付けて，原告の署名

があるとするものの，かかる行為は私文書偽造に当たり不法行為が

成立する。

（ｂ）裁判所の判断

本件全証拠によっても，被告から強いて使うようにと言って原告

が渡された用紙に，原告が鉛筆で作図した５０枚の部品図の中から，

被告が例えば一枚の図面を選んで，原告の署名を切り取り，設計図

に貼り付けたことを認めるに足りる証拠はない。認定に係る事実経

過等に照らせば，当時，被告が原告の図面に対し修正，加筆等を行

うことは当事者間の当然の了解事項であったとみることができるか

ら，結局，被告が，原告の署名を切り取り，設計図に貼り付けて原



20

告の署名とするという行動をとる動機自体も認めることができない。

以上によれば，本訴請求⑩は理由がない。

（ウ）前訴事件④に関する判決は確定している。

キ 東京地方裁判所平成１９年�第１７９５９号事件（以下「前訴事件⑤」

という。）（乙１４，弁論の全趣旨）

（ア）原告の主張

前訴事件⑤は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，民法７０

９条，著作権法１１４条に基づき，１０万円の損害金の支払を求めた事

案である。

ａ 原告は，平成６年９月，原告が設計したＳＰＳ－Ｓ５０２放電プラ

ズマ焼結機を発注するか否かの被告の検討のため，被告に対し，原告

が作成した図面の写しを交付した。その後，被告から，図面の修正，

加筆等が必要であるとして，図面の原紙の交付を要請されたため，原

告は，図面の原紙は原告に返却されるものと信じて，図面の原紙を被

告に交付した。しかしながら，被告は，図面の原紙を毀棄してしまっ

た。

原告が被告に交付した図面は著作物であり，原告は同図面に係る著

作権を有する。

したがって，被告の上記図面の毀棄行為は，原告の著作権を侵害す

るものであり，不法行為に当たる。

ｂ 被告は，上記著作権侵害行為により，ＳＰＳ－５１０Ｌ住石放電プ

ラズマ焼結機を製造，販売して，１０万円以上の利益を得た。

（イ）裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成１９年１２月１２日，仮に，原告が被告に交

付した図面に著作物性が認められたとしても，著作物が固定された有形

物である上記図面の毀棄行為は，その著作物についての著作権を侵害す
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ることにはならないから，原告の主張は失当であるとして，原告の請求

を棄却するとの判決（乙１４）をした。

（ウ）前訴事件⑤に関する判決は確定している。

ク 東京地方裁判所平成１９年�第２２８３４号事件（以下「前訴事件⑥」

という。）（乙１５，弁論の全趣旨）

（ア）原告の主張

前訴事件⑥は，原被告間の訴訟である知財高裁平成１９年（ネ）第１

００１５号事件（前訴事件④控訴事件）において，被告が，虚偽の主張

又は錯誤により誤った主張をしたため，裁判所を錯誤に陥らせ，原告の

請求を棄却する旨の誤った判断をさせたものであり，被告の上記訴訟に

おける上記行為は不法行為に該当すると主張して，不法行為に基づき，

１０万円の損害金の支払を求めた事案である。

（イ）裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成１９年１２月１２日，前訴事件④控訴事件に

おける被告の主張が虚偽又は錯誤により誤ったものであること，上記事

件における裁判所の判断が，被告が提出した証拠を誤って採用したため

にされたものであることを窺わせる証拠はないとして，原告の請求を棄

却するとの判決（乙１５）をした。

（ウ）前訴事件⑥に関する判決は確定している。

ケ 東京地方裁判所平成１９年�第２３４５９号事件（以下「前訴事件⑦」

という。）（乙１６）

（ア）原告の請求

前訴事件⑦は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

に基づき，損害額の一部として１０万円の支払を求めた事案である。

ａ 原告は，「ＳＰＳ－Ｓ５０２放電プラズマ燒結機」の設計図を作成

した。
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上記設計図は著作物であり，その著作権は原告に帰属する。

ｂ 被告は，平成６年１０月７日，原告に対し，上記設計図を修正・加

筆等するので図面原紙を送付するように要請して，これを被告に送付

させ，その後，上記図面から著作者である原告の署名欄を切除して著

作者名の表示を被告の名称に改変した上，改変後の設計図の複製物を

Ａ等に頒布して，設計図に係る放電プラズマ焼結機を製造させ，被告

名義で販売した。

被告が，上記設計図の著作者名表示を改変し，その複製物を頒布し

た行為は著作権法１２１条に該当する。

ｃ 原告は，被告から上記設計図に係る放電プラズマ焼結機の製造を受

注して，Ｃに対して，これを１台約３５０万円で発注して製造させた

上，約５００万円で被告に納入する予定であった。

しかしながら，被告が上記設計図に係る放電プラズマ焼結機をＡに

製造させたことにより，原告は約１５０万円の得べかりし利益を失っ

た。

（イ）裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成２０年３月１１日，原告の上記主張を，氏名

表示権（著作権法１９条）若しくは複製権（同法２１条）の侵害行為又

は著作権等の侵害とみなす行為（同法１１３条１項２号）があったこと

を選択的に，又は併合して不法行為として主張しているものと理解する

ことができるとした上で，被告の主張する抗弁（消滅時効）について判

断し，仮に，原告の主張する被告の行為が何らかの不法行為に該当する

としても，それに基づく原告の損害賠償請求権は，時効によって消滅し

たものであるとして，原告の請求を棄却するとの判決（乙１６）をした。

コ 知的財産高等裁判所平成２０年�第１００４０号事件（以下「前訴事件

⑦控訴事件」という。）（乙３，弁論の全趣旨）
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（ア）原告は，前訴事件⑦における判決を不服として，知的財産高等裁判所

に控訴を提起した。なお，原告は，控訴審において，原審（前訴事件

⑦）における被告が著作権を侵害したとする民法７０９条の規定に基づ

く請求を，被告の被用者が著作権を侵害したとする民法７１５条１項本

文の規定に基づく請求に，交換的に変更した。

（イ）知的財産高等裁判所は，平成２０年７月２３日，被告の主張する抗弁

（消滅時効）について判断し，原告の主張に係る損害賠償請求権は時効

によって消滅したものであるとして，原告が控訴審において交換的に変

更した訴えに係る請求を棄却するとの判決（乙３）をした。

（ウ）前訴事件⑦に関する判決は確定している。

サ 東京地方裁判所平成１９年�第２３４６０号事件（以下「前訴事件⑧」

という。）（乙１７）

（ア）原告の主張

前訴事件⑧は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

に基づき，損害賠償として１０万円の支払を求めた事案である。

ａ 原告は，平成６年９月ころ，被告に対し，被告が原告の設計したＳ

ＰＳ－Ｓ５０２放電プラズマ焼結機を発注するか否かを検討するため，

同放電プラズマ焼結機の設計図の写しを交付した。

原告は，同年１０月７日，被告から，図面の修正，加筆等が必要で

あるとして，上記設計図の原紙を交付するように要請されたため，上

記設計図に自ら修正，加筆をした設計図を作成し，その原紙を被告に

送付した。また，原告は，被告の要請に応じて，上記放電プラズマ焼

結機の部品図５０枚を作成し，被告に送付した。

ｂ 被告は，５０枚の上記部品図の中から無作為に１枚を選び，その部

品図の中の原告の署名部分を切除し，これを原告作成に係る上記設計

図に貼り付けて，被告の設計図を作成した。被告の設計図の右下の四
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角く縁取りされた部分の中の「ＤＲＡＷＮ ＢＹ」と題する欄には，

原告の署名が記載されている。

被告の上記行為は私文書偽造に該当し，不法行為が成立する。

ｃ 原告は，被告が上記偽造に係る設計図と原告作成に係る上記部品図

５０枚を用いて，ＳＰＳ－５１０Ｌ住石放電プラズマ焼結機を製造，

販売して１０万円以上の利益を得たことにより，同額の得べかりし利

益を失った。

（イ）裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成２０年２月２２日，原告の前訴事件⑧に係る

訴えは，前訴事件④及び前訴事件④控訴事件における損害賠償請求と同

一の不法行為に基づく損害賠償請求の残部を請求するものであり，前訴

事件④及び前訴事件④控訴事件で認められなかった請求及び主張を蒸し

返すものにほかならず，上記前訴の確定判決によって紛争が解決された

との被告の合理的期待に反し，被告に更なる応訴の負担を強いるもので

あり，信義則に照らして許されないとして，原告の訴えを却下するとの

判決（乙１７）をした。

シ 知的財産高等裁判所平成２０年�第１００３４号事件（以下「前訴事件

⑧控訴事件」という。）（乙４，弁論の全趣旨）

（ア）原告は，前訴事件⑧における判決を不服として，知的財産高等裁判所

に控訴を提起した。原告は，控訴審において，次のとおり主張した。

ａ 被告は，原告が被告に送付した原告部品図５０枚のうちの１枚の原

告の署名を冒用し，原告設計図の「ＳＰＳ－Ｓ５０２ 放電プラズマ

焼結機 Ｓ＝１／２ ９４，９，１９ Ｂ」を「ＤＲＡＷＩＮＧ Ｎ

Ｏ ＮＫ－１５２６」「ＳＰＳ－Ｓ５０２ 放電プラズマ焼結機 本

体組立図」「ＤＡＴＥ ＤＲＡＷＮ ９４，９，１９」「ＤＲＡＷＮ

ＢＹ Ｂ」「Ｓｕｍｉｔｏｍｏ Ｃｏａｌ Ｍｉｎｉｎｇ Ｃｏｍ
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ｐａｎｙ Ｌｔｄ．」「ＳＣＡＬＥ １／２」との文詞に改変して，

設計図を作成したから，筆者が誰であるかという事実証明に関する文

書を偽造したものであって，有印私文書偽造罪が成立する。

ｂ 被告は，原告に対し，不法行為による損害賠償をなすべき義務があ

る。

（イ）知的財産高等裁判所は，平成２０年７月１６日，原判決（乙１７）に

おける理由と同じ理由により，前訴事件⑧に係る訴えは，信義則に照ら

して許されないものとして，控訴を棄却するとの判決（乙４）をした。

なお，同判決は，前訴では文詞を請求原因としていないとの原告の主

張に対して，前訴において，原告は，原告部品図５０枚のうちの１枚の

原告の署名を切り取り，設計図に貼り付けて原告の署名があるとしたこ

とについて，文書偽造を理由とする不法行為を主張して，その損害賠償

金５万円等の請求をしていたものと認められるから，上記文詞中の原告

の署名について文書偽造を理由とする不法行為を主張して損害賠償請求

をしていたことは明らかである旨説示している。

（ウ）前訴事件⑧に関する判決は確定している。

ス 東京地方裁判所平成１９年�第２３９５１号事件（以下「前訴事件⑨」

という。）（乙１８）

（ア）原告の主張

前訴事件⑨は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，債務不履

行による損害賠償請求権に基づき，損害の一部として１０万円の支払を

求めた事案である。

ａ 原告は，平成３年５月２７日，被告との間で，原告代表者の設計に

係る放電プラズマ焼結機を原告が製造し，被告に納入する旨の契約を

締結した。

ｂ 被告は，平成６年１０月７日，原告に対し，図面に加筆修正を要す
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るとして，上記放電プラズマ焼結機の設計図の原紙を交付するように

求めた。

原告は，設計図の原紙は返却されるものと信じて，これを被告に送

付した。

ｃ 被告は，原告から取得した設計図の制作者名称欄を原告から被告に

改変した上，これをＡ等に頒布し，Ａに放電プラズマ焼結機を製造納

入させた。

ｄ 被告の上記行為は，原被告間の上記契約の債務不履行に当たる。

（イ）裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成２０年４月２４日，前訴事件⑨に係る訴えは，

前訴事件④控訴事件，前訴事件⑤，前訴事件⑦及び前訴事件⑧等におい

て認められなかった請求及び主張を蒸し返すもの，あるいは，これら先

行訴訟（確定したものを除く。）と重複するものであり，信義則ないし

二重起訴の禁止規定に抵触するものであるとして，これを却下するとの

判決（乙１８）をした。

セ 東京高等裁判所平成２０年�第２９１２号事件（以下「前訴事件⑨控訴

事件」という。）（乙５，弁論の全趣旨）

（ア）原告は，前訴事件⑨における判決を不服として，東京高等裁判所に控

訴を提起した。

（イ）東京高等裁判所は，平成２０年８月２６日，前訴事件⑨に係る訴えは，

信義則に反して許されないというべきであり，また，原告は，１０年以

上前の被告との間の放電プラズマ焼結機の製造等についての契約関係に

係る紛争を蒸し返して，一部請求とするなどして形式的に訴訟物が異な

るものとして，勝訴の見込みのない訴訟を繰り返して提起しているもの

であり，前訴事件⑨に係る訴えも，その一環として提起されたものと認

められ，訴権を濫用するものであるとして，控訴を棄却するとの判決
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（乙５）をした。

（ウ）前訴事件⑨に関する判決は確定している。

ソ 東京地方裁判所平成２０年�第４号事件（以下「前訴事件⑩」とい

う。）（乙１９）

（ア）原告の主張

前訴事件⑩は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

に基づき，損害賠償として４０万円の支払を求めた事案である。

ａ 原告は，平成６年９月ころ，被告において原告の設計したＳＰＳ－

Ｓ５０２放電プラズマ焼結機の製造を原告に発注するか否かを検討す

るため，被告に対し，上記放電プラズマ焼結機の設計図及び部品図の

写しを交付した。

ｂ 原告は，同年１０月７日，被告から，図面の修正，加筆等が必要で

あるとして，上記設計図及び部品図の原紙を交付するように要請され

たため，上記設計図及び部品図にそれぞれ自ら修正，加筆をした設計

図及び部品図５０枚を作成し，これらの原紙を被告に送付した。

原告は，被告に対し，上記図面の返却を求めたものの，被告は，こ

れを返却せず，図面を毀棄した。

ｃ 被告の上記行為は，原告の所有権に対する侵害に当たり，不法行為

が成立する。

ｄ 原告は，被告が上記図面を毀棄したことにより，放電プラズマ焼結

機の受注活動を阻止され，４０万円以上の得べかりし利益を失った。

（イ）裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成２０年５月２３日，原被告間において，平成

６年１月１４日に締結された取引基本契約には，「注文品又は請負の実

施に付帯して作成された原告の図面，技術資料等の所有権は被告に帰属

する」旨の規定があり，上記図面は，「請負の実施に付帯して作成され
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た原告の図面」に該当するから，その所有権は被告に帰属すると認めら

れるとして，原告の請求を棄却するとの判決（乙１９）をした。

タ 知的財産高等裁判所平成２０年�第１００５３号事件（以下「前訴事件

⑩控訴事件」という。）（乙６，弁論の全趣旨）

（ア）原告は，前訴事件⑩における判決を不服として，知的財産高等裁判所

に控訴を提起した。

（イ）知的財産高等裁判所は，平成２０年１０月２０日，前訴事件⑩に係る

請求は理由がなく，これと結論を同じくする原判決（乙１９）は相当で

あるとして，控訴を棄却するとの判決（乙６）をした。

（ウ）前訴事件⑩に関する判決は確定している。

チ 東京地方裁判所平成２０年�第７４１６号事件，同第１１２７７号反訴

事件（以下「前訴事件⑪」という。）（乙２０）

（ア）前訴事件⑪の本訴は，原告が，同人の有していた放電焼結機について

の特許（本件特許）に対して被告がした本件特許異議申立ては権利の濫

用として不法行為に当たると主張して，被告に対し，不法行為による損

害賠償請求権に基づき，８８５万円の損害の一部請求として１０万円の

支払を求めた事案である。

（イ）本訴に係る裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成２０年９月３０日，前訴事件⑪の本訴請求に

係る訴えは，実質的には，前訴事件①，前訴事件②で認められなかった

請求及び主張を蒸し返すものであり，上記各前訴事件の確定判決によっ

て紛争が解決されたとの被告の合理的期待に反し，被告に二重の応訴の

負担を強いるものであって，信義則に反して許されないとして，これを

却下するとの判決（乙２０）をした。

ツ 知的財産高等裁判所平成２０年�第１００７９号事件（以下「前訴事件

⑪控訴事件」という。）（乙７，弁論の全趣旨）
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（ア）原告は，前訴事件⑪における判決を不服として，知的財産高等裁判所

に控訴を提起した。

（イ）知的財産高等裁判所は，平成２１年１月２９日，前訴事件⑪の本訴請

求に係る訴えは，信義則に反する不適法なものであって，却下すべきで

あり，これと結論を同じくする原判決（乙２０）は相当であるとして，

控訴を棄却するとの判決（乙７）をした。

（ウ）前訴事件⑪に関する判決は確定している。

テ 東京地方裁判所平成２０年�第８８３６号事件（以下「前訴事件⑫」と

いう。）（乙２１）

（ア）原告の主張

前訴事件⑫は，原告が，次のとおり主張して，不法行為による損害賠

償請求権に基づき，損害金の一部として１０万円の支払を求めた事案で

ある。

ａ 原告は，被告から放電プラズマ焼結機の発注を得るため，原告が設

計した放電プラズマ焼結機の設計図の写しを，被告に対して交付した。

ｂ 被告は，原告に対し，平成６年１０月７日付けファックスで，「図

面修正，加筆等ありますので図面原紙宅急便で送って下さい。」と要

求した。

そこで，原告は，上記設計図に加筆修正を加え，被告に対し，訂正

後の図面の原紙を送付した。

また，原告は，被告に対し，「ＮＫ－１５２６ ＳＰＳ－Ｓ５０２

放電プラズマ燒結機」と題する書面に名称等が掲記された部品図面合

計５０枚の原紙を送付した。

ｃ 上記訂正図面及び部品図面（各原紙）の所有権は原告に帰属する。

しかしながら，被告は，原告に対し，上記訂正図面及び部品図面

（各原紙）を返却しなかった。
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被告は，原告に無断で，原告に対して図面代を支払わないで占有し

ていた原告の所有物である上記訂正図面及び部品図面を複製した上，

Ａ等に頒布し，放電プラズマ焼結機を製造させた上，これを販売した。

ｄ 被告による上記行為は，上記訂正図面及び部品図面の横領（刑法２

５２条１項）に該当する不法行為である。

ｅ 原告は，放電プラズマ焼結機を被告に卸売りすることにより，１台

当たり１５０万円の利益を得ることを見込んでいた。

しかしながら，被告の上記不法行為により，原告は，放電プラズマ

焼結機１台当たり１５０万円の得べかりし利益を失った。

（イ）裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成２０年８月２８日，前訴事件⑫に係る訴えは，

実質的には，前訴事件④及び前訴事件④控訴事件で認められなかった請

求及び主張を蒸し返すものであり，上記控訴事件の確定判決によって紛

争が解決されたとの被告の合理的期待に反し，被告に二重の応訴の負担

を強いるものであって，信義則に反して許されないとして，これを却下

するとの判決（乙２１）をした。

ト 知的財産高等裁判所平成２０年�第１００６７号事件（以下「前訴事件

⑫控訴事件」という。）（乙８，弁論の全趣旨）

（ア）原告は，前訴事件⑫における判決を不服として，知的財産高等裁判所

に控訴を提起した。

（イ）知的財産高等裁判所は，平成２０年１１月２６日，前訴事件⑫に係る

訴えは，信義則に反する不適法なものであって，却下すべきであり，こ

れと結論を同じくする原判決（乙２１）は相当であるとして，控訴を棄

却するとの判決（乙８）をした。

（ウ）前訴事件⑫に関する判決は確定している。

ナ 東京地方裁判所平成２０年�第２６７２２号事件（以下「前訴事件⑬」
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という。）（乙３０）

（ア）原告の主張

前訴事件⑬は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

による損害賠償請求権に基づき，１０万円の支払を求めた事案である。

ａ 被告は，平成６年１０月７日，原告に対し，放電プラズマ焼結機の

設計図に加筆修正等の必要があるとして，設計図原紙の送付を求めた。

原告は，被告が修正，加筆後に設計図原紙を返却する旨約したので，

被告に対し，設計図原紙を送付した。

ｂ しかしながら，被告は，原告の作成に係る放電プラズマ焼結機の部

品図から原告の代表者名である「Ｂ」の署名部分を切除し，これを原

告が作成した設計図に貼り付けた上，これに基づきＡに放電プラズマ

焼結機を製造させ，原告から交付を受けた設計図原紙を毀棄した。

ｃ 被告は，原被告間の東京地方裁判所平成１８年（ワ）第１７６４４

号事件（前訴事件③）において，上記設計図には，「『ＤＲＡＷＮ

ＢＹ Ｂ』と記載されており，何ら原告の著作権（著作者人格権）を

侵害するものではない。」旨主張した。

ｄ 被告の上記ｃの行為は，原告の名称を冒用するものであるから，私

文書偽造に当たる。

被告の上記不法行為により，原告には，被告が原告代表者の設計に

係る放電プラズマ焼結機を販売するたびに損害が継続して発生した。

原告は，上記のうちの１台につき１０万円を請求する。

（イ）裁判所の判断

東京地方裁判所は，平成２０年１２月２５日，前訴事件⑬に係る訴え

は，原告が被告との間で解決済みの紛争を蒸し返そうとして提起された

ものであり，確定判決によって原告との間の紛争が解決されたとの被告

の合理的な期待に反し，被告に再度の応訴の負担を強いるものというべ
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きであって，信義則に反して許されないとして，これを却下するとの判

決（乙３０）をした。

ニ 東京高等裁判所平成２１年�第５８５号事件（以下「前訴事件⑬控訴事

件」という。）（乙２５，弁論の全趣旨）

（ア）原告は，前訴事件⑬における判決を不服として，東京高等裁判所に控

訴を提起した。

（イ）東京高等裁判所は，平成２１年３月１９日，前訴事件⑬に係る訴えは，

信義則に反する不適法なものであって，却下すべきであるとして，控訴

を棄却するとの判決（乙２５）をした。

（ウ）前訴事件⑬に関する判決は確定している。

２ 第１事件に係る当事者の主張

〔原告〕

（１）請求の原因

ア 原告は，平成３年５月２７日，被告との間で，原告が原告代表者の設計

に係る放電プラズマ焼結機を製造し被告に納入する旨の契約（以下「本件

契約」という。）を締結した。

なお，本件契約は，書類によらず，民法５２６条２項の規定により締結

された。

イ 原告は，平成６年９月，原告の作成に係る放電プラズマ焼結機の設計図

の写し（甲６の２）を被告に交付し，原告が被告に対して製造納入する製

品の検討を依頼した。

その後，原告は，被告から平成６年１０月７日付けファックス（甲８）

により「図面修正，加筆等ありますので図面原紙宅急便で送って下さ

い。」との要求を受けたため，被告が設計図の修正，加筆をするという目

的の下，被告に対し，上記設計図（甲６の２）を原告において加筆修正し

た訂正図面の原紙（本件原告設計図原紙）及び「ＮＫ－１５２６ ＳＰＳ
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－Ｓ５０２ 放電プラズマ燒結機」と題する書面（甲７）に名称等が掲記

された原告の作成に係る部品図面合計５０枚の原紙（本件原告部品図原

紙）を送付して，貸し渡した（民法５９３条）。

ウ しかしながら，被告は，民法５９４条１項の規定に違反して，本件原告

図面原紙の修正や加筆を行わず，しかも，原告の承諾を得ないまま，本件

原告設計図原紙の原告名称欄を切除し，被告名称欄を貼り付けて作成した

図面（本件被告図面）及び本件原告部品図原紙を複製して，Ａに頒布し，

Ａに原告代表者の設計に係る放電プラズマ焼結機を製造させて，Ａに収益

をさせた上（民法５９４条２項違反），被告は自らこれを販売し，民法５

９４条１項の規定に違反した。

エ 被告は，本件原告図面原紙は現存しないとして，原告にこれを返却しな

い。

オ 被告が，原告から貸借した本件原告図面原紙を上記ウのとおり使用した

上，上記エのとおり返却しないのは，被告の故意又は過失による行為であ

る。

カ 本件原告図面原紙の価格は４０万円である。

キ 被告が本件原告図面原紙を原告に返却しないことにより，原告は，本件

原告図面原紙を用いて放電プラズマ焼結機を製造し，これを１台当たり約

７５０万円で販売して得られるであろう利益４０万円を失った。

ク また，被告は，Ａに放電プラズマ焼結機１台を製造させ，これを約７５

０万円で販売することにより利益を得た。

原告は，被告に対し，上記利益を，契約上，著作権法上，使用貸借法上，

刑法上，特許法上の訴訟に分けたうちの１０万円の不当利得の返還を求め

る権利を有する。

ケ よって，原告は，被告に対し，民法５９７条３項の規定に基づき，貸与

した本件原告図面原紙の引渡しを求め，引渡しが執行不能となった場合に
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備えて，代償請求として，本件原告図面原紙の価格相当額４０万円の支払

を求め，民法６００条に基づき，被告が本件原告図面原紙を返還しないこ

とによる逸失利益として，原告が放電プラズマ焼結機１台を製造販売する

ことにより得られたであろう利益額４０万円の損害賠償及びこれに対する

第１事件訴状送達の日の翌日である平成２０年１１月２９日から民法所定

の年５パーセントの割合による遅延損害金の支払を求め，民法７０３条に

基づき，被告が，Ａに放電プラズマ焼結機１台を製造させ，これを販売す

ることにより得た利益のうち１０万円の不当利得金及びこれに対する訴え

の追加的変更を記載した書面（平成２１年７月１４日付け準備書面）送達

の日の翌日である平成２１年７月１７日から支払済みまで民法所定の年５

パーセントの割合による遅延損害金の支払を求める。

（２）被告の本案前の答弁に対する反論

ア 被告は，本案前の答弁をするのみで，本案の答弁及び請求原因に対する

認否をしない。

したがって，民事訴訟法１５９条１項により，被告は請求原因事実を自

白したものとみなされる。

イ 第１事件に係る訴え（民法５９７条３項の規定により，別紙物件目録記

載の物件の返還を求める訴え）は，下記のとおり，第２の１「前提事実」

（３）記載の各訴訟とは，請求原因が異なり，相関関係もないから，上記

各前訴により，第１事件に係る訴えの却下を求めることはできない。

記

① 前訴事件①について

前訴事件①については，再審事件が係属しており，同事件の判決は取

り消されることがあるから，却下を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件①が却下を求める事由とはならない。
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前訴事件①については，国家賠償請求事件において係争中である。

② 前訴事件②について

前訴事件②については，再審事件が係属しており，同事件の判決は取

り消されることがあるから，却下を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件②が却下を求める事由とはならない。

前訴事件②については，国家賠償請求事件において係争中である。

③ 前訴事件③及び前訴事件③控訴事件について

前訴事件③控訴事件については，再審事件が係属しており，同事件の

判決は取り消されることがあるから，却下を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件③及び前訴事件③控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

前訴事件③及び前訴事件③控訴事件については，国家賠償請求事件に

おいて係争中である。

④ 前訴事件④及び前訴事件④控訴事件について

前訴事件④控訴事件については，再審事件が係属しており，同事件の

判決は取り消されることがあるから，却下を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件④及び前訴事件④控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

前訴事件④及び前訴事件④控訴事件については，国家賠償法に基づく

訴訟を提起する予定である。

⑤ 前訴事件⑤について

前訴事件⑤は，前訴事件④控訴事件の判決を援用した。したがって，

前訴事件④控訴事件についての再審事件の結果に基づき，将来再審請求
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を行うことにより，同事件の判決は取り消されることがあるから，却下

を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件⑤が却下を求める事由とはならない。

前訴事件⑤については，別件訴訟において係争中である。

⑥ 前訴事件⑥について

前訴事件⑥は，前訴事件④控訴事件の判決を援用した。したがって，

前訴事件④控訴事件についての再審事件の結果に基づき，将来再審請求

を行うことにより，同事件の判決は取り消されることがあるから，却下

を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件⑥が却下を求める事由とはならない。

⑦ 前訴事件⑦及び前訴事件⑦控訴事件について

前訴事件⑦控訴事件の判決は，被告が原告の名称を改変したことが著

作権法１２１条の刑事罰に該当するとした上で，消滅時効を認めたもの

であるから，却下を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件⑦及び前訴事件⑦控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

前訴事件⑦については，別件訴訟において係争中である。

⑧ 前訴事件⑧及び前訴事件⑧控訴事件について

前訴事件⑧控訴事件の判決は，被告が原告の著作物である図面の原告

名称を被告名称に改変して頒布した行為が著作権法１２１条に該当する

とした上で，消滅時効を認めたものであるから，却下を求める事由にな

らない。

また，前訴事件⑧控訴事件は，前訴事件④控訴事件の判決を援用した。
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したがって，前訴事件④控訴事件についての再審事件の結果に基づき，

将来再審請求を行うことにより，同事件の判決は取り消されることがあ

るから，却下を求める事由にならない。

さらに，前訴事件⑧控訴事件については，再審事件が係属しており，

同事件の判決は取り消されることがあるから，却下を求める事由になら

ない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件⑧及び前訴事件⑧控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

前訴事件⑧については，別件訴訟において係争中である。

⑨ 前訴事件⑨及び前訴事件⑨控訴事件について

前訴事件⑨控訴事件の判決は，前訴事件④控訴事件の判決を援用した。

したがって，前訴事件④控訴事件についての再審事件の結果に基づき，

将来再審請求を行うことにより，同事件の判決は取り消されることがあ

るから，却下を求める事由にならない。

また，前訴事件⑨控訴事件については，再審事件が係属しており，同

事件の判決は取り消されることがあるから，却下を求める事由にならな

い。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件⑨及び前訴事件⑨控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

前訴事件⑨については，別件訴訟において係争中である。

⑩ 前訴事件⑩及び前訴事件⑩控訴事件について

前訴事件⑩控訴事件については，再審事件が係属しており，同事件の

判決は取り消されることがあるから，却下を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用
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貸借の訴えであるから，前訴事件⑩及び前訴事件⑩控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

⑪ 前訴事件⑪及び前訴事件⑪控訴事件について

前訴事件⑪控訴事件については，再審事件が係属しており，同事件の

判決は取り消されることがあるから，却下を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件⑪及び前訴事件⑪控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

前訴事件⑪及び前訴事件⑪控訴事件については，国家賠償法に基づく

訴訟を提起する予定である。

⑫ 前訴事件⑫及び前訴事件⑫控訴事件について

前訴事件⑫控訴事件については，再審事件が係属しており，同事件の

判決は取り消されることがあるから，却下を求める事由にならない。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件⑫及び前訴事件⑫控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

前訴事件⑫控訴事件については，別件訴訟において係争中である。

⑬ 前訴事件⑬及び前訴事件⑬控訴事件について

前訴事件⑬及び前訴事件⑬控訴事件については，国家賠償請求事件に

おいて係争中である。

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用

貸借の訴えであるから，前訴事件⑬及び前訴事件⑬控訴事件が却下を求

める事由とはならない。

ウ 東京簡易裁判所平成２０年（ハ）第２３号事件は，被告代表者に事件を

認識させるために提起したものであり，被告代表者が事件を認識した後，

取り下げた。



39

第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した使用貸

借の訴えであるから，上記事件が却下を求める事由とはならない。

エ 平成９年７月２８日，被告の特許担当者らと原告との間で，平成３年５

月２７日の本件契約の締結後における原被告間の関係の修復と，本件特許

に関する実施権の設定について話し合った。

この際，原告は，上記話合いが物別れに終わると，将来大変なことにな

る（契約上，著作権法上，使用貸借法上，刑法上，特許法上の訴訟が発生

する）旨を縷々説明した。

しかしながら，被告の特許担当者らは，道理に反し，原告の言い分を争

うことにした。

被告の特許担当者らの上記対応が原因となり，上記各前訴事件が発生し

たのであって，原告による上記各前訴事件に係る訴えの提起は訴権の濫用

に当たるものではない。

〔被告〕

（１）原告は，被告に対し，第２の１「前提事実」（３）記載の各訴訟のほか，

東京簡易裁判所平成２０年（ハ）第２３号事件や再審事件等を提起した。

（２）これらの訴訟は，原告が有していた本件特許権に関して，被告が本件特許

異議申立てをしたことが不法行為に該当するとして損害賠償を請求した訴訟

であるか，あるいは，原告が作成した設計図に関して，被告が，名称欄を改

変した（私文書偽造に該当する行為をした）とか，設計図を詐取したとか，

横領したとか，毀棄したとか，設計図に係る放電プラズマ焼結機を製造販売

したとか主張して，これらの行為が不法行為に該当するとして損害賠償を請

求した訴訟である。

なお，第１事件は，上記のうち後者の類型に該当する。

（３）しかしながら，上記一連の訴訟において，原告の主張は排斥されているの

であり，第１事件に係る訴えは，これらの訴訟における原告の主張を蒸し返
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すものであるから，信義則に反するものとして却下されるべきである。

３ 第２事件に係る当事者の主張

〔被告〕

（１）原告は，被告に対し，第２の１「前提事実」（３）記載の各訴訟のほか，

東京簡易裁判所平成２０年（ハ）第２３号事件や再審事件等を提起した。

第１事件に係る訴えは，原告の敗訴判決が確定している前訴事件④ないし

前訴事件⑬（これらの控訴事件を含む。）に係る訴えと実質的に同一であり，

原告が第１事件を提起し，これを維持したことは，被告に対する不法行為に

該当する。

（２）損害

ア 応訴費用

被告は，第１事件の応訴のために，弁護士費用として２１万円の出費を

余儀なくされた（乙２６）。

イ 慰謝料

（ア）原告は，取締役が１名のみの株式会社であり，年間の収益もないこと

から，被告に対する，上記一連の訴訟だけが活動のすべてであるといえ

る。

このような原告は，却下判決を受けても提訴を繰り返し，被告が債権

者として原告についての破産手続開始を申し立てても，原告代表者が原

告の債務を立替払いすることにより，破産手続開始を回避し，新たな提

訴を繰り返している。

勝訴することができないことを十分認識しながら提訴を繰り返す原告

の行為は，被告を疲弊させて和解金を獲得しようとするものであり，反

社会的行動であるというべきである。

（イ）他方，被告は，以下のとおり，無形の損害を被っている（乙２９）。

ａ 被告は，係属中の訴訟を，四半期ごとに監査法人に報告しなければ
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ならない。この報告は，事件番号や当事者名だけでなく，訴訟の内容

や結果についても報告しなければならない。

また，原告から訴訟が提起されると，応訴のため，訴訟委任状を作

成する必要があり，詳細な社内稟議書を作成し，代表取締役の決裁を

得なければならない。

内部統制上，訴訟については，詳細かつ厳格な社内手続が定められ

ており，所定の手続を行っているかどうかを内部監査機関である監査

室と監査役が監査を行うことになっているからである。

ｂ また，被告は，一連の訴訟で問題にされている機械の製造・販売部

門を平成１７年８月に他社へ事業譲渡したため，当時の事情及び当該

機械を知る者は社内にいない。

そのため，上記稟議書の作成に当たっては，訴状の記載や証拠書類

に不明な点がある場合には，譲渡先に問合せをして確認せざるを得ず，

精神的，事務的に負担となっている。

（ウ）上記の事情に照らせば，原告は，被告に対し，民法７１０条に基づき，

慰謝料として１００万円の支払義務を負うというべきである。

（３）よって，被告は，原告に対し，不法行為による損害賠償請求権に基づき，

１２１万円及びこれに対する不法行為の後の日である平成２１年４月２４日

（第２事件訴状送達の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５パーセン

トの割合による遅延損害金の支払を求める。

〔原告〕

（１）被告の主張は否認ないし争う。

（２）被告の主張に対する反論

ア 前記２「第１事件に係る当事者の主張」のうち原告主張欄の（２）イな

いしエと同じ。

また，第１事件に係る訴えは，民法５９３条ないし６００条を適用した
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使用貸借に係る訴えであり，前訴事件①ないし前訴事件⑬（これらの控訴

事件を含む。）の請求原因とは異なる。

イ 慰謝料請求について

前記のとおり，被告の側が原告との話合いを物別れの結果としたことが，

一連の訴訟が発生する原因である。

被告の主張する被告内部の手続は，大会社の総務部に勤務する者の通常

の業務の範囲内の事柄であって，慰謝料を認めるべき事由とはいえない。

また，被告は他社へ事業を譲渡したと主張する。しかしながら，これは

虚偽であり，実際には会社分割である。

４ 第３事件に係る当事者の主張

〔原告〕

（１）請求の原因

ア 原告は，被告から使用するようにと言われて交付された被告の名称が記

載された用紙を用いて，本件原告部品図原紙５０枚を作成し，これを被告

に送付した。

イ 被告は，本件原告設計図原紙の原告名称欄を切除して，本件原告部品図

原紙５０枚（被告の名称が記載された用紙を用いている。）のうちから任

意に選んだ図面に記載された原告代表者の署名を冒用し，これを原告名称

欄を切除した本件原告設計図原紙に貼り付けることにより，被告名称欄を

貼り付けた設計図（併合前第３，第４事件甲２。本件被告図面と同一）の

作図者が原告であるとする事実証明に関する文詞（「DRAWNBY Ｂ」）を

作出した。

ウ 被告の上記行為は，故意又は過失によるものであり，私文書偽造罪（刑

法１５９条）に該当する不法行為である。

エ 原告は，被告の上記不法行為により，１０万円の損害を被った。

オ よって，原告は，被告に対し，民法７０９条に基づき，損害賠償金１０
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万円及びこれに対する不法行為の後の日である平成２１年４月３日（第３

事件訴状送達の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５パーセントの

割合による遅延損害金の支払を求める。

（２）被告の本案前の答弁に対する反論

前記２「第１事件に係る当事者の主張」のうち原告主張欄の（２）と同じ。

また，第３事件に係る訴えは，刑法１５９条に係る訴えであり，前訴事件

①ないし前訴事件⑬（これらの控訴事件を含む。）の請求原因と異なるから，

これらの前訴事件が却下を求める事由とはならない。

〔被告〕

（１）前記２「第１事件に係る当事者の主張」のうち被告主張欄の（１）及び

（２）と同じ。

（２）上記一連の訴訟において，原告の主張は排斥されているのであり，第３事

件に係る訴えは，これらの訴訟における原告の主張を蒸し返すものであるか

ら，信義則に反するものとして却下されるべきである。

５ 第４事件に係る当事者の主張

〔被告〕

（１）原告は，被告に対し，第２の１「前提事実」（３）記載の各訴訟のほか，

東京簡易裁判所平成２０年（ハ）第２３号事件や再審事件等を提起した。

第３事件に係る訴えは，原告の敗訴判決が確定している前訴事件④ないし

前訴事件⑬（これらの控訴事件を含む。）に係る訴えと実質的に同一であり，

原告が第３事件を提起し，これを維持したことは，被告に対する不法行為に

該当する。

（２）損害

被告は，第３事件の応訴のために，弁護士費用として２１万円の出費を余

儀なくされた（併合前第３，第４事件乙１）。

（３）よって，被告は，原告に対し，不法行為による損害賠償請求権に基づき，
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２１万円及びこれに対する不法行為の後の日である平成２１年６月１３日

（第４事件訴状送達の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５パーセン

トの割合による遅延損害金の支払を求める。

〔原告〕

（１）被告の主張は否認ないし争う。

（２）被告の主張に対する反論

ア 前記２「第１事件に係る当事者の主張」のうち原告主張欄の（２）イな

いしエと同じ。

また，第３事件に係る訴えは，刑法１５９条に係る訴えであり，前訴事

件①ないし前訴事件⑬（これらの控訴事件を含む。）の請求原因とは異な

る。

イ 第３事件の訴額が１０万円であるのに対し，応訴費用相当額として２１

万円の損害賠償請求は不当である。

第３ 当裁判所の判断

１ 第１事件（本案前の答弁）について

（１）第１事件における原告の請求は，要するに，①原告が，被告から平成６年

１０月７日付けファックス（甲８）で「図面修正，加筆等ありますので図面

原紙宅急便で送って下さい。」との要求を受けたため，被告に対し，本件原

告設計図原紙及び本件原告部品図原紙を送付したものの，被告がこれらの図

面を返却しない，②被告が，本件原告設計図原紙の原告名称欄を切除し，被

告名称欄を貼り付けて作成した図面（本件被告図面）及び本件原告部品図原

紙を複製して，Ａに頒布し，Ａに放電プラズマ焼結機を製造させた上で，こ

れを販売した，との主張事実を前提に，上記①により，原被告間において，

本件原告図面原紙の使用貸借契約が成立した旨主張して，使用貸借契約に基

づき，貸与した本件原告図面原紙の引渡しを求め，上記②が使用貸借契約の

本旨に反する使用又は収益である旨主張して，債務不履行による損害賠償と
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して，原告が放電プラズマ焼結機１台を製造販売することにより得られたで

あろう利益額４０万円の損害賠償を求めるとともに，民法７０３条に基づき，

被告が，Ａに放電プラズマ焼結機１台を製造させ，これを販売することによ

り得た利益として１０万円の不当利得金の返還を求めるものである。

（２）ところで，第２の１「前提事実」（３）記載のとおり，原告の被告に対す

る訴訟につき，以下のとおり，原告敗訴の確定判決がされている。

ア 原告は，前訴事件④の本訴請求⑧及び本訴請求⑨において，前記（１）

の①及び②の主張事実を前提に，被告の行為が詐欺，あるいは，横領に当

たり，不法行為を構成すると主張して，損害賠償請求をしたものの，請求

棄却の判決がされ，前訴事件④控訴事件においても，控訴棄却の判決がさ

れた。

イ 原告は，前訴事件⑫において，前記（１）の①及び②の主張事実を前提

に，被告の行為が横領に当たり，不法行為を構成すると主張して，損害賠

償請求をしたものの，前訴事件⑫に係る訴えは，実質的に前訴事件④及び

前訴事件④控訴事件で認められなかった請求及び主張を蒸し返すものであ

って，信義則に反して許されないとして，却下判決がされ，前訴事件⑫控

訴事件においても，控訴棄却の判決がされた。

ウ 原告は，前訴事件④の本訴請求⑦において，前記（１）の①及び②の主

張事実を前提に，被告の行為が著作権侵害に当たり，不法行為を構成する

と主張して，損害賠償請求をしたものの，請求棄却の判決がされ，前訴事

件④控訴事件においても，控訴棄却の判決がされた。

また，原告は，前訴事件⑤，前訴事件⑦控訴事件においても，前記

（１）の①及び②の主張事実を前提に，被告の行為が著作権侵害に当たり，

不法行為を構成すると主張して，損害賠償請求をしたものの，請求棄却の

判決がされた。

エ 原告は，前訴事件⑨において，前記（１）の①及び②の主張事実を前提
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に，被告の行為が原被告間における契約の債務不履行を構成すると主張し

て，損害賠償請求をしたものの，前訴事件④控訴事件，前訴事件⑤，前訴

事件⑦及び前訴事件⑧等において認められなかった請求及び主張を蒸し返

すものであり，信義則に反して許されないものであるなどとして，却下判

決がされ，前訴事件⑨控訴事件においても，控訴棄却の判決がされた。

オ 原告は，前訴事件⑩において，前記（１）の①及び②の主張事実を前提

に，被告の行為が図面について有する原告の所有権の侵害に当たり，不法

行為を構成すると主張して，損害賠償請求をしたものの，請求棄却の判決

がされ，前訴事件⑩控訴事件においても，控訴棄却の判決がされた。

（３）上記によれば，原告は，実質的に同一の主張事実を前提とする紛争を蒸し

返して，一部請求にしたり，あえて法律構成を変えるなどしたりして形式的

に訴訟物が異なるものにして，勝訴の見込みのない訴訟を繰り返し提起して

いるといえ，第１事件に係る訴えも，上記の一環として提起されたものであ

ると認められる。

そうすると，第１事件に係る訴えは，既に請求棄却の判決，あるいは，訴

え却下の判決が確定して解決済みの事件について，あえて上記前訴事件と実

質的に同一の請求及び主張を蒸し返し，前訴事件の確定判決によって，紛争

が解決されたとの被告の合理的期待に反し，被告に重ねて応訴の負担を強い

るものであるといえるから，訴権の濫用に当たり，許されないというべきで

ある。

（４）以上のとおり，第１事件に係る訴えは，いずれも不適法な訴えであるから，

却下されるべきものである。

２ 第２事件について

（１）民事訴訟を提起した者が敗訴の確定判決を受けた場合において，上記訴え

の提起が相手方に対する違法な行為といえるのは，当該訴訟において提訴者

の主張した権利又は法律関係が事実的，法律的根拠を欠くものである上，提
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訴者が，そのことを知りながら又は通常人であれば容易にそのことを知り得

たといえるのにあえて訴えを提起したなど，訴えの提起が裁判制度の趣旨目

的に照らして著しく相当性を欠くと認められるときに限られるものと解する

のが相当である（最高裁昭和６０年�第１２２号，同６３年１月２６日第三

小法廷判決，民集４２巻１号１頁）。

そして，上記判示は，当該敗訴の確定判決に係る訴えの提起自体について

の不法行為の該当性を判断する場合だけでなく，当該敗訴の確定判決後の，

実質的に同一の訴訟の提起・維持に係る不法行為の該当性を判断する場合に

ついても，妥当すると解するのが相当である。

（２）前記１で述べたとおり，原告が第１事件に係る訴えを提起することは，訴

権の濫用に当たり，許されないものというべきである。

加えて，前記１（２）によれば，原告は，実質的に同一の主張事実を前提

とする紛争を蒸し返して，一部請求にしたり，あえて法律構成を変えるなど

したりして形式的に訴訟物が異なるものにして，勝訴の見込みのない訴訟を

繰り返し提起しているといえ，第１事件に係る訴えも，上記の一環として提

起されたものであると認められることは，前記１（３）で説示したとおりで

あり，第１事件は，原告において，その主張する権利又は法律関係が事実的，

法律的根拠を欠くものであることを知りながらあえて提起し，これを維持し

たものであると評価せざるを得ない。

（３）以上によれば，第１事件の提起・維持は，裁判制度の趣旨目的に照らして

著しく相当性を欠くものというべきであり，被告に対する不法行為を構成す

るものと解するのが相当である。

（４）損害

ア 証拠（乙２６）及び弁論の全趣旨によれば，被告は，原告が第１事件を

提起したことにより，応訴を余儀なくされ，そのために被告訴訟代理人弁

護士に訴訟の追行を委任し，弁護士費用として２１万円を支払ったことが
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認められる。

上記弁護士費用相当額は，被告が自己の権利擁護のために応訴，又は訴

えの提起を余儀なくされ，訴訟追行を被告訴訟代理人弁護士に委任したこ

とにより負担した弁護士費用であり，本件事案の内容，請求額，その他本

件に表れた一切の事情を斟酌すると，２１万円全額が，原告による不法行

為と相当因果関係のある損害というべきである。

イ 慰謝料請求について

被告は，原告が第１事件を提起したことにより，上記弁護士費用のほか，

無形の損害を被った旨主張して，慰謝料として１００万円の支払を求め，

上記主張に沿う証拠として，被告の総務部副部長の陳述書（乙２９）を提

出する。

しかしながら，上記陳述書において，被告の損害であるとして，指摘さ

れている内容は，①被告が監査法人に対して，訴訟について，事件番号，

当事者名，内容及び結果を報告しなければならないこと，②応訴のために

訴訟委任状を作成するために，被告内部における手続として，稟議書を作

成しなければならないこと，③稟議書を作成するために，訴状に記載され

ている内容や証拠書類に不明な点がある場合，機械の製造・販売部門の事

業譲渡先に問合せをしなければならないこと，④訴訟追行を委任した代理

人弁護士との打合せをしなければならないことであって，いずれも，第１

事件に応訴するための事務にほかならないといえ，これらの事務負担が生

じたというだけでは，被告に慰謝されるべき無形損害が生じたことを認め

ることはできず，他にこれを認めるに足りる証拠はない。

なお，上記事務についての負担は，本件事案の内容，被告の応訴の状況，

その他本件に表れた一切の事情に照らせば，上記アの応訴に要した費用と

して弁護士費用相当額が賠償されることにより填補されたものというべき

である。
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（５）以上によれば，原告は，被告に対し，不法行為に基づき，２１万円及びこ

れに対する不法行為（第１事件の訴えの提起及び第２事件提起時までの訴訟

の維持）の後の日である平成２１年４月２４日（第２事件訴状送達の日の翌

日）から支払済みまで民法所定の年５パーセントの割合による遅延損害金を

支払う義務を負う。

３ 第３事件（本案前の答弁）について

（１）第３事件における原告の請求は，要するに，①原告は，本件原告設計図原

紙及び本件原告部品図原紙５０枚を作成し，これを被告に送付した，②被告

は，本件原告設計図原紙の原告名称欄を切除して，本件原告部品図原紙５０

枚（被告の名称が記載された用紙を用いている。）のうちから任意に選んだ

図面に記載された原告代表者の署名を冒用し，これを原告名称欄を切除した

本件原告設計図原紙に貼り付けることにより，被告名称欄を貼り付けた設計

図（本件被告図面）の作図者が原告であるとする事実証明に関する文詞

（「DRAWNBY Ｂ」）を作出した，との主張事実を前提に，被告の行為が私

文書偽造罪（刑法１５９条）に該当する不法行為である旨主張して，不法行

為による損害賠償として，１０万円の支払を求めるものである。

（２）ところで，第２の１「前提事実」（３）記載のとおり，原告の被告に対す

る訴訟につき，以下の原告敗訴の確定判決がされている。

ア 原告は，前訴事件④の本訴請求⑩において，前記（１）の①及び②の主

張事実を前提に，被告の行為が私文書偽造に当たり，不法行為を構成する

と主張して，損害賠償請求をしたものの，請求棄却の判決がされ，前訴事

件④控訴事件においても，控訴棄却の判決がされた。

イ 原告は，前訴事件⑧において，前記（１）の①及び②の主張事実を前提

に，被告の行為が私文書偽造に当たり，不法行為を構成すると主張して，

損害賠償請求をしたものの，前訴事件⑧に係る訴えは，実質的に前訴事件

④及び前訴事件④控訴事件で認められなかった請求及び主張を蒸し返すも
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のであって，信義則に照らして許されないとして，却下判決がされ，前訴

事件⑧控訴事件においても，控訴棄却の判決がされた。

ウ 原告は，前訴事件⑬において，前記（１）の①及び②の主張事実を前提

に，被告の行為が私文書偽造に当たり，不法行為を構成すると主張して，

損害賠償請求をしたものの，前訴事件⑬に係る訴えは，原告が被告との間

で解決済みの紛争を蒸し返そうとして提起されたものであり，信義則に反

して許されないとして，却下判決がされ，前訴事件⑬控訴事件においても，

控訴棄却の判決がされた。

（３）上記によれば，原告は，実質的に同一の主張事実を前提とする紛争を蒸し

返して，一部請求にしたり，あえて法律構成を変えるなどしたりして形式的

に訴訟物が異なるものにして，勝訴の見込みのない訴訟を繰り返し提起して

いるといえ，第３事件に係る訴えも，上記の一環として提起されたものであ

ると認められる。

そうすると，第３事件に係る訴えは，既に請求棄却の判決，あるいは，訴

え却下の判決が確定して解決済みの事件について，あえて上記前訴事件と実

質的に同一の請求及び主張を蒸し返し，前訴事件の確定判決によって，紛争

が解決されたとの被告の合理的期待に反し，被告に重ねて応訴の負担を強い

るものであるといえるから，訴権の濫用に当たり，許されないというべきで

ある。

（４）以上のとおり，第３事件に係る訴えは，不適法な訴えであるから，却下さ

れるべきものである。

４ 第４事件について

（１）前記３で述べたとおり，原告が第３事件に係る訴えを提起することは，訴

権の濫用に当たり，許されないものというべきである。

加えて，前記３（２）によれば，原告は，実質的に同一の主張事実を前提

とする紛争を蒸し返して，一部請求にしたり，あえて法律構成を変えるなど
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したりして形式的に訴訟物が異なるものにして，勝訴の見込みのない訴訟を

繰り返し提起しているといえ，第３事件に係る訴えも，上記の一環として提

起されたものであると認められることは，前記３（３）で説示したとおりで

あり，第３事件は，原告において，その主張する権利又は法律関係が事実的，

法律的根拠を欠くものであることを知りながらあえて提起し，これを維持し

たものであると評価せざるを得ない。

（２）以上によれば，第３事件の提起・維持は，裁判制度の趣旨目的に照らして

著しく相当性を欠くものというべきであり，被告に対する不法行為を構成す

るものと解するのが相当である。

（３）損害

証拠（併合前第３，第４事件乙１）及び弁論の全趣旨によれば，被告は，

原告が第３事件を提起したことにより，応訴を余儀なくされ，そのために被

告訴訟代理人弁護士に訴訟の追行を委任し，弁護士費用として２１万円を支

払ったことが認められる。

上記弁護士費用相当額は，被告が自己の権利擁護のために応訴，又は訴え

の提起を余儀なくされ，訴訟追行を被告訴訟代理人弁護士に委任したことに

より負担した弁護士費用であり，本件事案の内容，請求額，その他本件に表

れた一切の事情を斟酌すると，２１万円全額が，原告による不法行為と相当

因果関係のある損害というべきである。

（４）以上によれば，原告は，被告に対し，不法行為に基づき，２１万円及びこ

れに対する不法行為（第３事件の訴えの提起及び第４事件提起時までの訴訟

の維持）の後の日である平成２１年６月１３日（第４事件訴状送達の日の翌

日）から支払済みまで民法所定の年５パーセントの割合による遅延損害金を

支払う義務を負う。

５ まとめ

以上によれば，原告の第１事件請求及び第３事件請求に係る訴えは，いずれ
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も不適法であるから，却下することとし，被告の第２事件請求は，原告に対し

２１万円及びこれに対する平成２１年４月２４日から支払済みまで年５パーセ

ントの割合による金員の支払を求める限度で理由があるから，これを認容し，

その余は理由がないから棄却することとし，被告の第４事件請求は，理由があ

るから，これを全部認容することとして，主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第４７部

裁判長裁判官 阿 部 正 幸

裁判官 柵 木 澄 子

裁判官 舟 橋 伸 行
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（別紙）

物 件 目 録

１ 別添図面の原紙

２ 「ＮＫ－１５２６ ＳＰＳ－Ｓ５０２ 放電プラズマ燒結機」と題する書面

（甲７）に下記要領で名称等が掲記された部品図面合計５０枚の原紙

記

部品図リストにおける用紙の欄は用紙の大きさを示す。名称の欄は部品に付し

た名称を示す。材質の欄は部品の材質を示す。数の欄は放電プラズマ焼結機一

台に使う部品の数を示す。規格品の欄は放電プラズマ焼結機一台に使う部品の

うち購入する規格品の名称及び数を示す。購入品の欄は放電プラズマ焼結機一

台に使う購入部品名及び数を示す。

以 上

（別添図面は省略 ）


